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１　一般会計・特別会計予算

 (１) 歳入歳出予算

 　ア　総　括　表

　　一　般　会　計 （単位：千円）

使用料 分担金
手数料 負担金

( 3,200 ) ( 52,754 )

943,463 55,954 999,417 8,300 243 3,000 9 987,865

613,924 613,924 558,512 100 55,312

192,398 192,398 468 191,930

202,454 202,454 736 201,718

87,787 87,787 9,210 351 78,226

( 25,000 ) ( 1,700,000 ) ( 6,500 )

1,987,751 1,731,500 3,719,251 26,288 50 212,000 624,712 1,700,000 1,156,201

( 3,200 ) ( 25,000 ) ( 1,700,000 ) ( 59,254 )

4,027,777 1,787,454 5,815,231 593,100 50 0 1,447 224,210 625,172 1,700,000 2,671,252

注：（　）数字は，補正額の財源の再掲である。

東 京 本 部

補　正　額

財　　　　源　　　　内　　　　訳
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諸収入
補正前の額区　　　分

特　　　　定　　　　財　　　　源

計

統 計 戦 略 課

総 合 政 策 課

地 方 創 生 局

県立総合大学校 本部

国支出金
一般財源

県　債財産収入
計

繰入金

大 阪 本 部



　　　特　別　会　計 （単位：千円）

使用料

手数料

徳 島 ビ ル 管 理

事 業 特 別 会 計 51,950 51,950 27,940 10 24,000

市 町 村 振 興 資 金 ( 1,137,235 ) ( 1,162,765 )

貸 付 金 特 別 会 計 265,914 2,300,000 2,565,914 1,403,149 1,162,765

( 1,137,235 ) ( 1,162,765 )

317,864 2,300,000 2,617,864 0 0 27,940 0 1,403,159 1,186,765 0

注：（　）数字は，補正額の財源の再掲である。
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区　　分 会　計　名 補正前の額

総 合 政 策 課

市 町 村 課

計

補　正　額 計

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国支出金 財産収入 繰入金 諸収入 繰越金 県　債



　 イ　課別主要事項説明

　　総合政策課
　　　一　般　会　計 （単位：千円）

① 企画調整費 ( 49,504 )

ア 　　応援してな！ふるさと納税パワーアップ事業 4,000

イ 　　とくしま科学技術の夢指針推進事業 6,000

ウ とくしま新未来「創造」推進調整費 20,000

エ 「四国の右下」みぎあがり推進費 5,000

オ にし阿波の宝を磨く実践力推進費 5,000

① 広域交流連携推進費 ( 1,700 )

ア 　　大鳴門橋開通３０周年未来へのステップアップ事業 1,700

① 一般環境対策費 ( 4,750 )

ア 　　「海とともに生きる」次世代継承事業 4,750
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891,927

観 光 費 9,480

1,600

6,7134,750

600

林 業 振 興 指 導 費 1,000

総合政策課
合　　　計

943,463

公 衆 衛 生 総 務 費 1,600

環 境 衛 生 指 導 費 1,963

商 業 総 務 費 3,557

水 産 振 興 指 導 費 1,250

1,195

1,000

55,954

1,250

9,480

計補正前の額

計 画 調 査 費 1,700 74,772

7,323

企 画 総 務 費 842,423 49,504

600

999,417

3,557

防 災 総 務 費 7,323

摘　　　　　　　　　　要補　正　額目　　　名

73,072

1,195農 地 調 整 費

農 業 総 務 費

新

新

新

新



地方創生局

　　　一　般　会　計 （単位：千円）

① 行政情報化推進費 ( 3,000 )

ア 　　マイナンバー制度推進事業 3,000

① 企画調整費 ( 26,000 )

ア 　　「vs東京」実践事業 25,000

イ 　　「徳島版地方創生特区」創設事業 1,000

① 情報化促進費 ( 2,500 )

ア 　　地域のＩＣＴ利活用事業 2,500

① 地域整備推進費 ( 1,700,000 )

ア 地域総合整備資金貸付金 1,700,000

地方創生局
合　　　計

知 事 及 び 県 議 会
議 員 選 挙 費

489,079 489,079

企 画 総 務 費 3,500

1,900,158

市 町 村 連
絡 指 導 費
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地 域 振 興 対 策 費 200,158 1,700,000

3,000 141,985

1,987,751 1,731,500 3,719,251

1,447

265

337,995

自 治 振 興 費 678,542

20,507

678,542

計 画 調 査 費 102,123 2,500 104,623

諸 費 450 450

29,50026,000

目　　　名 補正前の額 補　正　額 計 摘　　　　　　　　　　要

337,995

一 般 管 理 費 138,985

14,700

政 党 助 成 指 導 費

園 芸 振 興 費

20,507

1,447

265

14,700

選 挙 管 理
委 員 会 費

選 挙 啓 発 費

新新

新新

新

新



　　　特　別　会　計 （単位：千円）

① 貸付金 ( 2,300,000 )

ア 市町村振興資金貸付金 2,300,000

地方創生局
合　　　計

265,914 2,300,000 2,565,914

市 町 村 振 興 資 金
貸 付 金 特 別 会 計

265,914 2,300,000

摘　　　　　　　　　　要

2,565,914

会　計　名 補正前の額 補　正　額 計
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２ その他の議案等

(１) 条 例 案

① 住民基本台帳法施行条例の一部を改正する条例（市町村課）

ア 改正の理由
住民サービスの向上及び行政事務の効率化に資するため,本人確認情報を利用することができる事務等を定めるとと

もに,住民基本台帳法の一部が改正されたことに伴い,所要の整理を行う必要がある。

イ 改正の概要
(ｱ) 本人確認情報を利用することができる事務を定めることとする。
(ｲ) 本人確認情報を提供する知事以外の執行機関及び事務並びにその提供方法を定めることとする。
(ｳ) 住民基本台帳法の一部改正に伴う所要の整理を行うこととする。

ウ 施行期日
この条例は，公布の日から施行する。
ただし,イ(ｳ)については,平成２７年１０月５日又は平成２８年１月１日から施行する。



(２)  平成２６年度繰越明許費繰越計算書

　　ア　 一  般  会  計 (単位：円）

国 支 出 金 地　方　債 そ　の　他

（国庫）

44,900,000

（繰入金）

2,076,760

（国庫）

44,900,000

（繰入金）

2,076,760

（国庫）

14,000,000

（国庫）

119,789,000

（国庫）

119,789,000

（国庫）

178,689,000

（繰入金）

2,076,760

0           合                計

地域活性化・地域住
民生活等緊急支援費

44,900,000 44,900,000

119,789,000 119,789,000

計

地域活性化・地域住
民生活等緊急支援費

翌年度繰越額

左　　　の　　　財　　　源　　　内　　　訳

既 収 入
特定財源

　　　　未  収  入  特  定  財  源
一 般 財 源

－7－

15,000,000 15,000,000

課　　名 事　　業　　名 金　　額

149,789,000186,966,000

73,500,000 2,076,760

46,976,760

観 光 交 流 推 進 費

県立総合大学校本部
地域活性化・地域住
民生活等緊急支援費

118,400,000

14,000,000 14,000,000

地 域 振 興 推 進 費

計

総 合 政 策 課

67,177,000 30,000,000 15,000,000 15,000,000

15,000,000 0

地 方 創 生 局

15,000,000319,366,000 210,765,760
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(３) 関西広域連合規約の一部変更に関する協議について（総合政策課）

ア 改正の理由
地方自治法第２９１条の３第１項の規定により，関西広域連合の規約の一部を変更するに当たり，同法第２９１条の

１１の規定により議決を経る必要がある。

イ 改正の概要
「スポーツ」と「観光及び文化」の振興を一体的な政策目標として取り組むため，規約に定める事務の「観光及び文

化の振興」に「スポーツ」を追記する。

ウ 施行期日
この規約は，総務大臣の許可のあった日から施行する。




